
 

   市川市スマートハウス関連設備導入費補助金交付要綱  

市川市住宅用省エネルギー設備設置費補助金交付要綱（平成２５年１０月１

日施行）の全部を改正する。  

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、家庭における地球温暖化対策の推進に加え電力の強靭化

を図るため、スマートハウス関連設備を導入した者等に対し、予算の範囲内

において、市川市スマートハウス関連設備導入費補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付することに関し、市川市補助金等交付規則（平成８年規則第３

６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。  

 （定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。  

 ⑴ 住宅 市内にある次に掲げる住宅（その一部を店舗、事務所等の用に供

する住宅を含む。）をいう。  

ア 一戸建ての住宅  

イ 共同住宅  

 ⑵ スマートハウス関連設備 別表第１の左欄に掲げる設備の種類の区分に

応じ、同表の右欄に掲げる設備の要件を満たすものをいう。  

⑶ 補助対象設備  未使用のスマートハウス関連設備で、建築物、電気設備、

ガス設備、水道設備及び道路運送車両に関する法令に準拠しているものを

いう。  

（補助対象設備を導入する住宅）  

第３条 補助対象設備を導入する住宅は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該

各号に定める要件を満たすものとする。  

⑴ 補助対象設備が住宅用太陽光発電設備である場合 次に掲げる要件を満

たすものであること。 

ア 住宅用太陽光発電設備を設置する工事を開始する日の前日までに建築



工事が完了していること。  

イ 次のいずれかの設備が設置されていること。  

(ｱ) エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）（住宅全体の電力使用量等を 

    自動で実測し、エネルギーの見える化を図るとともに、機器の電力使    

用量等を調整する制御機能を有し、機器の制御に係る装置（コントロ

ーラ等）が一般社団法人エコーネットコンソーシアムの定める「ＥＣ 

    ＨＯＮＥＴ  Ｌｉｔｅ」規格の認証を取得しているものをいう。）  

(ｲ) 別表第１に定める設備の要件を満たす定置用リチウムイオン蓄電  

 システム  

  ウ 次のいずれかに該当すること。  

(ｱ) 補助対象設備を設置した者が所有し、かつ、居住する住宅  

(ｲ) 補助対象設備を設置した者以外の者が所有する住宅であって、当  

  該補助対象設備を設置した者が居住するもの  

⑵  補助対象設備が定置用リチウムイオン蓄電システムである場合  次に

掲げる要件を満たすものであること。  

ア 住宅用太陽光発電設備を設置していること。  

イ 次のいずれかに該当すること。  

(ｱ) 補助対象設備を設置した者が所有し、かつ、居住する住宅 

(ｲ) 補助対象設備を設置した者以外の者が所有する住宅であって、当該

補助対象設備を設置した者が居住するもの 

(ｳ) 補助対象設備を設置した者が自己の居住の用に供するために新築

した住宅  

(ｴ) 住宅建設業者等が補助対象設備を設置した住宅であって、次条の規

定により補助金の交付の対象となる者が自己の居住の用に供するた

めに購入したもの  

⑶ 補助対象設備が電気自動車である場合 次に掲げる要件を満たすも  

のであること。  

ア 住宅用太陽光発電設備が設置され、発電した電気を電気自動車に充電 



できること。  

イ 補助対象設備を購入した者自らが居住する住宅であること。  

⑷ 補助対象設備がＶ２Ｈ充放電設備である場合  次に掲げる要件を満たす

ものであること。  

ア 住宅用太陽光発電設備が設置され、かつ、電気自動車が導入されてい

ること。  

イ 第２号イに掲げる要件を満たすものであること。  

⑸ 補助対象設備が太陽熱利用システム及び家庭用燃料電池システムである

場合 第２号イに掲げる要件を満たすものであること。  

（補助対象者）  

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、補助

金の交付を申請する日の属する年度（第９条第４項において「申請年度」と

いう。）の初日から２月末日までに前条（第２号イ(ｴ) 及び第３号を除く。）

に掲げる要件を満たす住宅に補助対象設備を設置するための工事を開始し当

該工事を完了した者（第９条第２項第１０号において「補助対象設備設置者」

という。） 、前条第２号イ(ｴ)に掲げる要件を満たす住宅を購入した者で当該

期間内に当該住宅の引渡しを受けたもの（同項第１１号において「住宅購入

者」という。）又は前条第３号に掲げる要件を満たす住宅に当該期間内に電気

自動車を導入した者（第９条第２項第１０号において「電気自動車導入者」

という。）であって、次に掲げる要件を満たすものとする。  

 ⑴ 本市に居住し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく記

録をされていること。 

 ⑵ 補助対象者及び当該補助対象者と同一の世帯に属する者（未成年者を除

く。）が本市に納付すべき市民税、固定資産税及び都市計画税を滞納してい

ないこと。  

 ⑶ 補助対象設備の導入に係る費用を負担し、当該補助対象設備を所有して

いること。（補助対象設備が電気自動車である場合にあっては、所有権留保

付きローンで購入し、所有者が販売店又はファイナンス会社等である場合



を含む。）。  

 ⑷ 補助対象者以外の者が住宅を所有する場合又は住宅がその者との共有に

属する場合にあっては、補助対象者以外の全ての住宅の所有者から、住宅

に補助対象設備を設置することについて同意を得ていること。（補助対象設

備が電気自動車である場合を除く。）。  

 ⑸ 住宅用太陽光発電設備を設置した場合にあっては、電気事業者による再

生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成２３年法律第   

１０８号）の規定により電気事業者と当該設備により発電した電気に係る

特定契約を締結していること。  

⑹ 住宅用太陽光発電設備又は定置用リチウムイオン蓄電システムを設置す

る場合にあっては、千葉県が実施する太陽光発電設備・蓄電池の共同購入

支援事業により、補助対象設備を購入していないこと。  

 

（補助対象経費及び補助金の額）  

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補

助金の額は、別表第２のとおりとする。この場合において、第７条の規定に

より国その他の団体による補助に相当する額の交付を行わないこととしたこ

とにより、補助金の額に１,０００円未満の端数が生じたときは、これを切り

捨てるものとする。  

２ 前項の補助対象経費に消費税及び地方消費税が含まれるときは、これらに

相当する額を控除した額とする。  

（市内事業者が施工した場合の補助金の額の特例）  

第６条 住宅用太陽光発電設備の設置に係る工事を次の各号のいずれかに該当

する者に請け負わせた場合の別表第２の規定の適用については、同表住宅用

太陽光発電設備の項中「２０,０００円」とあるのは「２５,０００円」と、

「９０,０００円」とあるのは「１１２,５００円」と読み替えるものとする。  

 ⑴ 市内に住所を有する個人であって、事業所得に係る申告をしているもの 

 ⑵  市内に事務所又は事業所を有する法人であって、市川市税条例（昭和   



２９年条例第１２号）第３６条の２第９項の規定による申告をしたもの  

（国その他の団体による補助との調整）  

第７条 補助対象経費について、国その他の団体による補助を受けることがで

き、又は受けたことがあるときは、その限度において、補助金の交付は行わ

ない。  

 （補助金の交付の制限）  

第８条 補助金の交付は、補助対象設備（電気自動車を除く。）の種類ごとに、

一の住宅につき１回（共同住宅の専有部分において利用する設備の設置にあ

っては、１戸につき１回）限り交付するものとする。ただし、過去に補助金

の交付を受けた者と異なる世帯を構成する者が設備を設置する場合は、この

限りでない。  

２ 電気自動車に係る補助金の交付は、電気自動車を導入する住宅において、

申請者１人につき１回に限り交付するものとする。  

 （交付の申請）  

第９条 規則第３条第１項の申請書は、市川市スマートハウス関連設備導入費

補助金交付申請書（様式第１号（その１））によるものとする。 

２ 前項の申請書の添付書類は、次に掲げるとおりとする。  

 ⑴ 補助対象設備を導入した住宅（住宅建設業者等から補助対象設備が設置

されている住宅を購入し、その引渡しを受けた場合にあっては、当該住宅）

の所在を示す地図  

 ⑵ 補助対象者に係る住民票の写し  

 ⑶ 補助対象設備を設置した住宅が第３条に掲げる要件を満たしていること

を証する書類  

 ⑷ 第４条第２号に規定する事項を証する書類  

 ⑸ 第４条第５号に規定する事項を証する書類  

 ⑹ スマートハウス関連設備に関する請負費（領収証）の内訳（様式第１号

（その２））  

 ⑺ 市川市スマートハウス関連設備導入費補助金に係る補助対象設備の概要



（様式第１号（その３））  

 ⑻ 第４条第４号に規定する場合にあっては、市川市スマートハウス関連設

備導入費補助金交付申請に係る同意書（様式第２号）  

 ⑼ 第１号に規定する住宅が賃貸住宅である場合にあっては、当該住宅の賃

貸借契約書の写しその他これに類する書類（補助対象設備が電気自動車で

ある場合を除く。）  

 ⑽ 補助対象設備設置者及び電気自動車導入者にあっては、次に掲げる書類

の写し  

  ア 補助対象設備の仕様が確認できる書類  

  イ 補助対象経費の内訳が確認できる契約書又は注文書等の写し  

  ウ 補助対象設備の設置に係る工事の着工日及び完了日が確認できる書類

（補助対象設備が電気自動車である場合を除く。）  

エ 電気自動車又はＶ２Ｈ充放電設備を導入する場合にあっては、自動車

検査証の写し  

 ⑾ 住宅購入者にあっては、次に掲げる書類の写し  

  ア 補助対象設備の仕様が確認できる書類  

  イ 補助対象経費の内訳が確認できる契約書又は注文書等の写し  

  ウ 第１号に規定する場合にあっては、購入した住宅の引渡しがされた日

を確認できる書類  

 ⑿ 第６条第１号又は第２号に規定する事項を証する書類  

⒀ 国その他の団体による補助を受けることができ、又は受けたことがある

場合にあっては、その額が確認できる書類 

⒁ 補助対象経費に係る領収証の写し  

⒂ 補助対象設備を所有していることを確認できる書類  

⒃ 補助対象設備が未使用であることを証する書類（補助対象設備が電気自

動車である場合を除く。）  

⒄ 補助対象設備の設置の状況が確認できる写真（電気自動車を導入する場

合にあっては、保管場所において撮影した写真）  



 ⒅ その他市長が必要と認める書類  

３ 市長は、前項第２号及び第３号に掲げる書類により証明すべき事実を公簿

等により確認することができるときは、第１項の申請書を提出した者の同意

を得て当該書類の提出を省略させることができる。  

４ 第１項の申請書の提出期限は、申請年度の２月末日（その日が土曜日、日

曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する

休日に当たるときは、その日前においてその日に最も近い当該休日以外の日）

とする。  

 （審査）  

第１０条  規則第４条第１項の規定による審査は、前条第１項の申請書の提出

を受けた順に行うものとする。ただし、同時に２以上の申請書の提出を受け

たときは、抽選により審査を行う順序を決定し、審査を行うものとする。  

 （交付の条件）  

第１１条  規則第５条第１項の規定により付する条件は、次に掲げるとおりと

する。  

⑴ 補助金の交付を受けて設置した補助対象設備については、補助金の交付

を受けた日の属する年度の終了後第１５条第４項に定める期間を経過す

るまでの間、市長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄して

はならないこと。  

⑵ 前号の場合において、市長の承認を受けて補助対象設備を処分すること

により収入があったときは、その収入の全部又は一部を市に納付させるこ

とがあること。  

⑶ 補助金の交付を受けて設置した補助対象設備の利用について、市長が行

う調査に協力すること。  

⑷ 前３号に掲げる条件に違反した場合又は補助金の交付の決定後にその要

件を満たしていないことが判明した場合は、補助金の交付の決定の全部又

は一部を取り消すことがあること。  



 （決定の通知）  

第１２条  規則第６条の規定による通知は、市川市スマートハウス関連設備導

入費補助金交付可否決定通知書兼補助金額確定通知書（様式第３号）により

行うものとする。  

 （交付の請求）  

第１３条  規則第１６条の交付請求書は、市川市スマートハウス関連設備導入

費補助金交付請求書（様式第４号）によるものとする。  

２ 前項の請求書の提出期限は、市長が別に定める日とする。 

 （決定の取消し）  

第１４条  規則第１８条第３項の規定による通知は、市川市スマートハウス関

連設備導入費補助金交付決定取消通知書（様式第５号）により行うものとす

る。  

 （財産処分の制限） 

第１５条  規則第２１条本文の承認を受けようとする者は、市川市スマートハ

ウス関連設備導入費補助金財産処分承認申請書（様式第６号）を市長に提出

するものとする。  

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出を受けたときは、その内容を審査

の上、速やかに承認の可否を決定し、市川市スマートハウス関連設備導入費

補助金財産処分（承認・不承認）通知書（様式第７号）により、当該申請書

を提出した者に通知するものとする。  

３ 規則第２１条第２号の市長が定めるものは、補助金の交付を受けて住宅に

設置した補助対象設備とする。  

４ 規則第２１条ただし書に規定する市長が定める期間は、減価償却資産の耐

用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数と

する。ただし、電気自動車にあっては、４年とする。  

 （補則）  

第１６条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

   附  則  



 （施行期日等）  

１ この要綱は、平成２６年６月２６日から施行し、改正後の市川市住宅用省

エネルギー設備等設置費補助金交付要綱の規定は、同年４月１日から適用す

る。  

 （市川市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱の廃止等）  

２ 市川市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱（平成１８年４月

１日施行）は、廃止する。  

３ 平成２６年４月１日前に交付決定された前項の規定による廃止前の市川市

住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱第１条に規定する補助金に

ついては、同要綱の規定は、なおその効力を有する。  

 （経過措置）  

４ 平成２６年４月１日前に交付決定された改正前の市川市住宅用省エネルギ

ー設備設置費補助金交付要綱第１条に規定する補助金については、なお従前

の例による。  

附 則  

 （施行期日等）  

１ この要綱は、平成２６年８月４日から施行し、改正後の第５条の規定は、

同年４月１日から適用する。  

 （経過措置）  

２ この要綱の施行の際現に存する改正前の様式による書類については、当分

の間、必要な補正をして使用することができる。  

附 則  

 この要綱は、平成２６年１１月６日から施行する。  

附 則  

 （施行期日等）  

１ この要綱は、平成２７年４月２７日から施行し、改正後の市川市住宅用省

エネルギー設備等設置費補助金交付要綱の規定は、同年４月１日から適用す

る。  



 （経過措置）  

２ 改正後の別表第１の規定は、平成２７年４月１日以後の申請に係る市川市

住宅用省エネルギー設備等設置費補助金について適用し、同日前の申請に係

る市川市住宅用省エネルギー設備等設置費補助金については、なお従前の例

による。  

３ この要綱の施行の際現に存する改正前の様式による用紙については、必要

な補正をして使用することができる。  

附 則  

 （施行期日）  

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 改正後の別表第１及び別表第２の規定は、平成２８年４月１日以後の申請

に係る市川市スマートハウス関連設備設置費補助金について適用し、同日前

の申請に係る市川市住宅用省エネルギー設備等設置費補助金については、な

お従前の例による。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の市川市スマートハウス関連設備設置費補助金交付要綱の規定は、

平成２９年度以後の年度分の市川市スマートハウス関連設備設置費補助金に

ついて適用し、平成２８年度分までの市川市スマートハウス関連設備設置費

補助金については、なお従前の例による。 

 附 則  

 （施行期日）  

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 改正後の市川市スマートハウス関連設備設置費補助金交付要綱の規定は、



平成３０年４月１日以後の申請に係る市川市スマートハウス関連設備設置費

補助金について適用し、同日前の申請に係る市川市スマートハウス関連設備

設置費補助金については、なお従前の例による。  

   附  則  

 （施行期日）  

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 改正後の市川市スマートハウス関連設備設置費補助金交付要綱の規定は、

平成３１年４月１日以後の申請に係る市川市スマートハウス関連設備設置費

補助金について適用し、同日前の申請に係る市川市スマートハウス関連設備

設置費補助金については、なお従前の例による。  

附 則  

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の施行の際現に存する改正前の様式による用紙については、当分

の間、必要な補正をして使用することができる。  

附 則 

この要綱は、令和３年４月２６日から施行する。 

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の市川市スマートハウス関連設備導入費補助金交付要綱の規定は、

令和４年度以後の年度分の市川市スマートハウス関連設備導入費補助金につ



いて適用し、令和３年度分までの市川市スマートハウス関連設備設置費補助

金については、なお従前の例による。  

 

  



別表第１（第２条関係）  

設備の種類  設備の要件  

住宅用太陽光

発電設備  

太陽電池を利用して電気を発生させるための設備及びこれ

に附属する設備であって、次に掲げる要件を満たすものの

うち、設置された住宅において電気が消費され、連系され

た低圧配電線に余剰の電気が逆流されるものをいう。  

⑴  太陽電池の出力を監視する等により、全自動運転（自

動起動・自動停止）を行うものであること。  

⑵  対象設備（既存設備の出力を増加する目的で設備を設

置する場合にあっては、既存設備分を含めた増設後の設

備）を構成する太陽電池の公称最大出力又はパワーコン

ディショナーの定格出力のいずれか小さい方（複数のパ

ワーコンディショナーを設置する場合にあっては、系列

ごとに当該値を合計した数値）が１０キロワット未満で

あること。  

⑶  太陽電池モジュールの性能及び安全性について、次の

規格等のいずれかに該当するものであること。  

 ア 国際電気標準会議の規格又は日本産業規格に適合し

ているもの  

 イ 一般財団法人電気安全環境研究所の認証を受けてい

るもの  

 ウ 一般社団法人太陽光発電協会ＪＰＥＡ代行申請セン

ターにおいて設備認定に係る型式登録がされているも

の 

太陽熱利用シ

ステム  

一般財団法人ベターリビングにより優良住宅部品（ＢＬ部

品）として認定を受けたものであって、集熱器により太陽

の熱エネルギーを集めて給湯及び空調に利用するシステム

で、動力を使用して熱媒等を循環させるもの（集熱方式が

「自然循環型」に分類されるものを除く。）をいう。  

家庭用燃料電

池 シ ス テ ム

（エネファー

ム）  

国が平成２５年度以降に実施する補助事業における補助対

象機器として、一般社団法人燃料電池普及促進協会の指定

を受けているものであって、燃料電池ユニット及び貯湯ユ

ニット等から構成され、都市ガス、ＬＰガス等から燃料と

なる水素を取り出して空気中の酸素と反応させて発電し、

発電時の排熱を給湯等に利用できるものをいう。  

定置用リチウ  国が平成２５年度以降に実施する補助事業における補助対  

 



ムイオン蓄電

システム  

象機器として、一般社団法人環境共創イニシアチブにより

登録されているものであって、リチウムイオン蓄電池部（リ

チウムイオンの酸化及び還元で電気的にエネルギーを供給

する蓄電池をいう。）並びにインバータ等の電力変換装置を

備え、再生可能エネルギーにより発電した電力又は夜間電

力等を繰り返し蓄え、停電時、電力需要ピーク時等に必要

に応じて電気を活用することができるものをいう。  

電気自動車  電池によって駆動する電動機のみを原動機とし、内燃機

関を併用しない自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律

第１８５号）第６０条第１項の規定による自動車検査証の

交付を受けた同法第２条第２項に規定する自動車をいう。）

で、自動車検査証に当該自動車の燃料の種類が「電気」と

記載されているもののうち次に掲げる要件を満たすものを

いう。  

 ⑴ 申請者が補助金の交付を受けるに当たり、新車とし

て新たに購入したもの（中古の輸入車の初度登録車を

除く。）であること。  

⑵  自動車検査証の使用の本拠の位置が、市川市内の住

所であること。  

⑶  自動車検査証の登録年月日又は交付年月日が、補助

金の交付を受ける年度内の日付であること。  

⑷  国が令和３年度以降に実施する補助事業において、

一般社団法人次世代自動車振興センターにより補助対

象とされている電気自動車であること。  

⑸  自動車検査証の用途が「乗用」であり、かつ、自家

用・事業用の別が「自家用」と記載されている４輪で

あること。  

Ｖ２Ｈ充放電

設備  

電気自動車と住宅の間で相互に電気を供給できる設備の

うち、国が令和３年度以降に実施する補助事業において、

一般社団法人次世代自動車振興センターにより補助対象と  



 されているものであること。  

 



別表第２（第５条関係）  

設備の種類  補助対象経費  補助金の額  

住宅用太陽光

発電設備  

太陽電池モジュール、架台、

パワーコンディショナー（イ

ンバータ・保護装置）、その他

附属機器（計測・表示装置、

接続箱、直流側開閉器、交流

側開閉器等）の購入費及び工

事費（据付・配線工事等）  

太陽電池モジュールの公称

最大出力（キロワットを単

位とする。）の合計値（当該

合計値に小数点以下２位未

満の端数があるときは、こ

れを四捨五入する。）に、 

２０ ,０００円を乗じて得

た額とし、９０,０００円を

限度とする。  

太陽熱利用シ

ステム  

設備本体（集熱器、蓄熱槽等）、

架台、その他の附属機器（集

熱配管、リモコン等）の購入

費及び工事費（据付・配線・

配管工事等）  

補助対象経費として支出し

た額（その額に１,０００円

未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）とし、 

５０ ,０００円を限度とす

る。  

家庭用燃料電

池 シ ス テ ム

（エネファー

ム）  

設備本体（燃料電池ユニット、

貯湯ユニット等）及び附属品

（給湯器、リモコン等）の購

入費及び工事費（据付・配線・

配管工事等）  

補助対象経費として支出し

た額（その額に１,０００円

未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）とし、   

停電時自立運転機能を有し

て い る 場 合 に あ っ て は  

１００，０００円、停電時自

立運転機能を有していない

場 合 に あ っ て は     

５０，０００円を限度とす

る。  

定置用リチウ

ムイオン蓄電

システム  

設備本体（蓄電池部、電力変

換装置、蓄電システム制御装

置等）及び附属品（計測・表

示装置、キュービクル等）の

購入費及び工事費（据付・配

線工事等）  

補助対象経費として支出し

た額（その額に１,０００円

未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）とし、 

７０，０００円を限度とす

る。  

電気自動車  電気自動車本体の購入費  補助対象経費として支出し

た額（その額に１，０００円  



  未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）とし、

住宅用太陽光発電設備が設

置されている場合にあって

は１００，０００円、住宅用

太陽光発電設備及びＶ２Ｈ

充放電設備が設置されてい

る 場 合 に あ っ て は     

１５０，０００円を限度と

する。  

Ｖ２Ｈ充放電

設備  

Ｖ２Ｈ充放電設備本体の購入

費 

補助対象経費として支出し

た額に１０分の１を乗じて

得 た 額 （ そ の 額 に     

１，０００円未満の端数が

あるときは、これを切り捨

て た 額 ） と し 、      

２５０，０００円を限度と

する。  

 

 



様式第１号（その１）（第９条関係） 

  年  月  日 

（表面） 

市川市スマートハウス関連設備導入費補助金交付申請書 

 

市川市長 

 

申 

請 

者 

（〒     －      ） 

住  所 

フリガナ 

氏  名                      

電話番号 

緊急連絡先 

 

市川市スマートハウス関連設備導入費補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 

記 

補助対象設備を 

設置する住宅の所在地 

 

上記住宅の建築区分 □既築       □新築（注文住宅）        □建売住宅 

上記住宅の所有者 
 

  

導入する補助対象設備 

 

 

※ 表の中から設置する

対象の設備を選んで

☑してください。 

 

※ 住宅用太陽光発電

設備以外の設備に係

る補助金額に千円未

満の端数が生じた場

合は、これを切り捨て

た額となります。 

補助対象設備 補助金申請額 

□住宅用太陽光発電設備 

上限 90,000円、112,500円 
 円 

□太陽熱利用システム 

上限 5万円 
 円 

・家庭用燃料電池システム 

□停電時自立運転機能あり 上限 10万円 

□停電時自立運転機能なし 上限 5万円 

 円 

□定置用リチウムイオン蓄電システム 

上限 7万円 
 円 

・電気自動車 

□住宅用太陽光発電設備及びＶ２Ｈ充放電設

備を併設          上限 15 万円 

□住宅用太陽光発電設備を併設 上限 10万円 

 円 

□Ｖ２Ｈ充放電設備 

補助対象経費×1／10 （上限 25万円） 
 円 

補助金交付申請合計額  円 

※ 様式第 1 号（その２）「スマートハウス関連設備に関する請負費（領収証）の内訳」及び様式第１号（その３）「市川市スマ

ートハウス関連設備導入費補助対象設備の概要」も、ご記入ください 

 



（裏面） 

補助対象設

備の工事等 

着手日    年      月      日 
※設備により着手日が異なる場合は、最も早い日を記載してください。 

完了日   年      月      日 
※設備により完了日が異なる場合は、最も遅い日を記載してください。 

補助対象者に係る住民票の写し 

市長が住民基本台帳法に基づく記録を確認することに、 □ 同意します 
 
※ 同意する場合には、□にチェックを入れてください。 

※ 同意されない場合には、補助対象者に係る住民票の写しを添付してください。 

市民税、固定資産税及び都市計画税を滞納していないことを証明する書類 

補助対象者 
市長が市民税、固定資産税及び都市計画税の納付状況を確認することに、 
 
□ 同意します 

補助対象者と同一の世

帯に属する者 市長が市民税、固定資産税及び都市計画税の納付状況を確認することに、 
 
□ 同意します 氏

名 

 

氏

名 
 

市長が市民税、固定資産税及び都市計画税の納付状況を確認することに、 
 
□ 同意します 

氏

名 
 

市長が市民税、固定資産税及び都市計画税の納付状況を確認することに、 
 
□ 同意します 

氏

名 
 

市長が市民税、固定資産税及び都市計画税の納付状況を確認することに、 
 
□ 同意します 

氏

名 
 

市長が市民税、固定資産税及び都市計画税の納付状況を確認することに、 
 
□ 同意します 

氏

名 
 

市長が市民税、固定資産税及び都市計画税の納付状況を確認することに、 
 
□ 同意します 

※ 同意する場合には、□にチェックを入れてください。 

※ 同意されない場合には、市民税、固定資産税及び都市計画税を滞納していないことを証明する書類を

添付してください。 

※ 補助対象者と同一の世帯に属する者は、未成年者以外の方の氏名を記載し、チェックを入れてください。

欄が足りない場合は、コピーして追加してください。 

※ 補助対象者と同一の世帯に属する者の氏名の記載及び納付状況の確認の同意に関するチェックは、

同意をする方が行ってください。 



様式第１号（その２）（第９条関係）

円

円

※上限５万円

円

円

※上限７万円

円

円

円

  ２．申請等の書類内容の問い合わせ先（当該申請者以外が補助金申請を代行している場合に記入）

※　当該補助金申請に係る市からの発送書類は、申請者に送付いたします。

※　住宅用太陽光発電設備は、公称最大出力１キロワット当たり20,000円(市内事業者施工の場合は25,000円)
　を補助します。上限は90,000円（市内事業者施工の場合は112,500円）です。

※機能により、上限5万／
上限10万

㉘　国等の補助金申請額

㉖　購入費（本体）

⑫　工事費

⑪　購入費（その他付属機器）

㉒　工事費

太陽熱利用
システム

㉓　補助対象経費（⑳＋㉑：1,000円未満切捨て）

㉔　国等の補助金申請額

⑱　補助対象経費（⑯＋⑰：1,000未満切捨て）

⑲　国等の補助金申請額

⑳　補助対象経費－国等の補助金申請額（⑱－⑲：1,000円未満切捨て）

⑰　工事費

  １．補助対象経費及び補助金申請額

⑮　補助対象経費－国等の補助金申請額（⑬－⑭：1,000円未満切捨て）

補助金交付申請額

㉑　購入費（本体、附属品）

⑦　国等の補助金申請額

⑭　国等の補助金申請額

⑬　補助対象経費（⑨＋⑩＋⑪＋⑫：1,000円未満切捨て）

TEL/FAX

①　購入費（太陽電池モジュール）

⑨　購入費（本体）

家庭用燃料電
池システム
（エネファー
ム）

補助対象設備

住宅用太陽光
発電設備 ⑤　工事費

②　購入費（架台）

⑧　補助対象経費－国等の補助金申請額（⑥－⑦）

④　購入費（その他附属機器）

⑥　補助対象経費（①＋②＋③＋④＋⑤）

金額（税抜）

スマートハウス関連設備に関する請負費（領収証）の内訳

項目

③　購入費（パワーコンディショナー）

⑯　購入費（本体、附属品）

e-mail

※補助対象経費×1/10
上限25万円

㉕　補助対象経費-国等の補助金申請額（㉓-㉔：1,000円未満切捨て）

会社名

所属・担当者名

電気自動車

㉙　補助対象経費-国等の補助金申請額（㉗-㉘：1,000円未満切捨て）
※併設設備により、上限
10万円／上限15万円

㉗　補助対象経費（㉖：1,000円未満切捨て）

定置用リチウ
ムイオン蓄電
システム

Ｖ２Ｈ充放電
設備

※上限90,000円
（市内業者は上限
112,500円）

㉝　補助対象経費-国等の補助金申請額（㉛-㉜：1,000円未満切捨て）

補助金交付申請合計額

⑩　購入費（架台）

㉚　購入費（本体）

㉛　補助対象経費（㉚：1,000円未満切捨て）

㉜　国等の補助金申請額



様式第１号（その３）（第９条関係） 
（表面） 

市川市スマートハウス関連設備導入費補助金に係る補助対象設備の概要（１／２） 

住宅用太陽

光発電設備 

補助対象設備の要件

（□に「」を記

載） 

未使用品である。 □はい 

既存のシステムに増設する。 □はい □いいえ 

既存のシステムを交換する。 □はい □いいえ 

設置工事着工前日までに建築工事が完了している。                               □はい  

エネルギー管理システム（HEMS）が設置されている。 □あり □なし 

定置用リチウムイオン蓄電システムが設置されている。 □あり □なし 

千葉県が実施する太陽光発電設備・蓄電池の共同購

入支援事業により購入したものである。 
□いいえ 

製造者名  

品名番号 

太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ： ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ： 

製造番号 ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ： 

太陽電池モジュール

公称最大出力 
 .    キロワット（小数点以下第３位を四捨五入） 

 

エネルギー管理 

システム（HEMS） 

 

補助対象設備の要件

（□に「」を記載） 

住宅全体の電力使用量等を自動で実測し、エネルギーの見

える化を図るとともに、機器の電力使用量等を調整する制

御機能を有する。 

□はい  

機器の制御に係る装置（コントローラ等）が一般社団法人

エコーネットコンソーシアムの定める「ECHONET Lite」規

格の認証を取得している。 

□はい  

製造者名  

品名番号 

データ集約機器： データ計測機器： 

モニター： 

製造番号 データ集約機器： 

定置用リチウムイオ

ン蓄電システム 

国が平成２５年度以降に実施する補助事業における補助

対象機器として、一般社団法人環境共創イニシアチブによ

り登録されているものである。 
□はい  

製造者名  品名番号  

製造番号  蓄電容量 kWh 

太陽熱利用

システム 

補助対象設備の要件

（□に「」を記

載） 

一般財団法人ベターリビングにより優良住宅部品（ＢＬ部

品）として認定を受けたものである。 
□はい  

集熱方式が自然循環型である。 □いいえ 

未使用品である。 □はい  

製造者名  

品名番号  製造番号  

家庭用燃料

電池システ

ム（エネフ

ァーム） 

補助対象設備の要件

（□に「」を記

載） 

国が平成２５年度以降に実施する補助事業における補助

対象機器として、一般社団法人燃料電池普及促進協会の指

定を受けているものである。 

□はい  

未使用品である。 □はい 

停電時自立運転機能がある □あり □なし 

製造者名  発電出力 kW 

品名番号 発電ﾕﾆｯﾄ： 貯湯ﾕﾆｯﾄ： 

製造番号 発電ﾕﾆｯﾄ： 貯湯ﾕﾆｯﾄ： 
 
 
 
 
 
 
 
 



（裏面） 

市川市スマートハウス関連設備導入費補助金に係る補助対象設備の概要（２／２） 
 
 

定置用リチ

ウムイオン

蓄電システ

ム 

補助対象設備の要件

（□に「」を記

載） 

国が平成２５年度以降に実施する補助事業における補助

対象機器として、一般社団法人環境共創イニシアチブによ

り登録されているものである。 

□はい  

住宅用太陽光発電設備を設置している。 □はい  

未使用品である。 □はい  

千葉県が実施する太陽光発電設備・蓄電池の共同購

入支援事業により購入したものである。 
□いいえ 

製造者名  

ＳＩＩパッケージ型番  

製造番号  蓄電容量 kWh 

電気自動車 

補助対象設備の要件

（□に「」を記

載） 

国が令和３年度以降に実施する補助事業における補助対

象機器として、一般社団法人次世代自動車振興センターの

指定を受けているものである。 

□はい  

新車である。 □はい  

住宅用太陽光発電設備を設置している。 □はい  

住宅用太陽光発電で発電した電気を電気自動車に充

電できる。 
□はい  

Ｖ２Ｈ充放電設備がある。 □あり □なし 

メーカー名・車名  

型式  

所有者 

氏名または名称： 

 

 

住所： 

使用者 

氏名または名称： 

 

 

住所： 

使用の本拠の位置 
 

 

Ｖ２Ｈ 

充放電設備 

補助対象設備の要件

（□に「」を記

載） 

電気自動車と住宅の間で相互に電気を供給できる設備の

うち、国が令和３年度以降に実施する補助事業における補

助対象機器として、一般社団法人次世代自動車振興センタ

ーの指定を受けているものである。 

□はい  

未使用品である。 □はい  

住宅用太陽光発電設備を設置している □あり  

電気自動車が導入されている。 □あり  

メーカー名  

型式  
 



 

様式第２号（第９条関係）  

 

市川市スマートハウス関連設備導入費補助金交付申請に係る同意書  

 

年  月   日  

市川市長  

同 

意 
者 

（〒     －      ） 

住   所  

フリガナ 

氏名                       

電話番号  

緊急連絡先  

 

   私は、私の所有する住宅に補助金申請者が市川市スマートハウス関連設

備導入費補助金の交付対象となる設備を設置することについて、同意して

います。  

 

補助金申請者の氏名   

設備を設置する  

住宅の所在地  

 

 

 

設置する設備の種類  １ 住宅用太陽光発電設備  

２ 太陽熱利用システム  

３ 家庭用燃料電池システム（エネファーム）  

４ 定置用リチウムイオン蓄電システム  

５ Ｖ２Ｈ充放電設備 

 

 

 



 

様式第３号（第１２条関係）  

市川市スマートハウス関連設備導入費補助金交付可否決定通知書  

兼補助金額確定通知書 

市川第    ‐   号  

年  月   日  

        様  

市川市長   

      年  月  日付けで申請のあった市川市スマートハウス関連設

備導入費補助金について、下記のとおり決定したので、通知します。  

記 

 １ 交付します。  

  ⑴ 交付の条件  

   ア  補助金の交付を受けて設置した補助対象設備については、補助金の

交付を受けた日の属する年度の終了後市川市スマートハウス関連設備

導入費補助金交付要綱第１５条第４項に定める期間を経過するまでの

間、市長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は除去しないこと。  

イ アの場合において、市長の承認を受けて補助対象設備を処分するこ

とにより収入があったときは、その収入の全部又は一部を市に納付さ

せることがあること。 

ウ 補助金の交付を受けて設置した補助対象設備の利用について、市長

が行う調査に協力すること。  

エ アからウまでに掲げる条件に違反した場合又は補助金の交付の決定

後にその要件を満たしていないことが判明した場合は、補助金の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことがあること。  

  ⑵ 補助金交付確定額                     円  

    （内訳）  

     ・ 住宅用太陽光発電設備                 円  

     ・ 太陽熱利用システム                 円  

     ・ 家庭用燃料電池システム                円  

     ・ 定置用リチウムイオン蓄電システム          円  

・ 電気自動車                     円  

・ Ⅴ２Ｈ充放電設備                    円  

 

 ２ 交付しません。 

  理由  

 

 （教示）  



 

様式第４号（第１３条関係）  

市川市スマートハウス関連設備導入費補助金交付請求書  

年  月   日  

市川市長  

請 

求 

者 

（〒     －      ） 

住   所  

フリガナ 

氏名                       

電話番号  

緊急連絡先  

     年  月   日付けで額の確定のあった市川市スマートハウス関

連設備導入費補助金について、下記のとおり請求します。  

記 

 １ 請求金額                         円  

 ２ 振込先  

金融機関名  

銀行  

金庫  

組合  

本店  

支店  

出張所  

種目  口座番号  

口座番号  

金融機関ｺｰﾄﾞ 店舗ｺｰﾄﾞ １普通  

２当座  

       

       

フリガナ  
 

 

口座名義人氏

名  

 

 

【注意事項】  

１ 請求者（申請者）本人名義の口座を指定してください。  

２ 請求額は、「市川市スマートハウス関連設備導入費補助金交付可否決定通

知書兼補助金額確定通知書（様式第３号）」に記載された金額を記入してく

ださい。  

３ ゆうちょ銀行を振込先金融機関に指定する場合は、振込専用の支店名及

び７桁の口座番号を記入してください。  

４ 口座番号が７桁に満たない場合は、頭に０をつけて７桁にしてください。 

５ 定期預金の口座は、振込先に指定できません。  



 

様式第５号（第１４条関係）  

市川市スマートハウス関連設備導入費補助金交付決定取消通知書  

年  月   日  

      様  

市川市長   

 

  市川市補助金等交付規則第１８条第１項第  号の規定により、下記のと

おり市川市スマートハウス関連設備導入費補助金の交付決定の（一部・全部）

を取り消したので、通知します。  

記 

 １ 補助金交付決定日          年   月  日 

 

 ２ 補助金の交付決定の取消内容  

    

 ３ 補助金の交付決定の取消理由  

    

 （教示）  

 



様式第６号（第１５条関係） 

   年  月  日 

市川市スマートハウス関連設備導入費補助金財産処分承認申請書 

 

市川市長 

申 

請 

者 

（〒     －      ） 

住  所 

フリガナ 

氏名                         

電話番号 

緊急連絡先 

 

    年  月  日付けで交付決定のあった市川市スマートハウス関連設備導入費

補助金に係る補助対象設備について、市川市補助金等交付規則第２１条本文の承認を受け

たいので、下記のとおり申請します。 

記 

処分する設備 
※該当するものに 

☑ 

□ 住宅用太陽光発電設備      □ 太陽熱利用システム 

□ 家庭用燃料電池システム（エネファーム） 

□ 定置用リチウムイオン蓄電システム 

□ 電気自動車           □ V２H 充放電設備 

処分の方法 

売却・譲渡・交換・貸与・担保・破棄・移設・その他 

※該当する項目を○で囲んでください。 

※その他の場合は下記に詳細を記載してください。 
 

処分の時期 
始期：   年  月  日 
終期：   年  月  日 

処分の理由 

※具体的に記述してください。 

処分の条件 

※処分することによって収益があった場合はその額を記載してください。 

 



 

様式第７号（第１５条関係）  

市川市スマートハウス関連設備導入費補助金  

財産処分（承認・不承認）通知書  

市川第    ‐    号  

年  月   日  

        様  

市川市長   

      年  月  日付けで申請のあった市川市スマートハウス関連設

備導入費補助金に係る補助対象設備の処分について、下記のとおり決定した

ので、通知します。  

記 

 １ 承認します。  

  ⑴ 承認の条件  

 

 

 

 

  ⑵ 納付額              円     

     （※財産処分により収入が生じる場合）  

 

 ２ 承認しません。 

 （理由）  

 

 

 

 （教示）  
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